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 本田技研工業株式会社（以下、「分割会社」という。）は、株式会社本田技術研究所（以下、

「承継会社」という。）との間で締結した、2026 年 2 月 10 日付吸収分割契約書（以下、「本

件吸収分割契約書」という。）に基づき、2026 年 4 月 1 日を効力発生日として、吸収分割

（以下、「本件吸収分割」という。）を行います。本件吸収分割に関する事項は以下の通りで

す。 

 

記 

 

１．本件吸収分割契約書の内容 

  

別紙 1 の通りです。 

 

２．分割対価の相当性に関する事項 

 

 承継会社は、本件吸収分割に際して、分割会社に対し株式、金銭その他の財産の交付を行

いませんが、分割会社は、承継会社の発行済み株式全部を所有していることから相当である

と判断しております。なお、承継会社において、資本金及び準備金の額は変動しません。 

  

３．承継会社についての次に掲げる事項 

 (1) 最終事業年度に係る計算書類等 

 

別紙 2 の通りです。 

 

(2) 最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 

 該当事項はありません。 

 



 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担、その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

 該当事項はありません。 

  

４．分割会社において、最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担、その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

①分割会社は、2025 年 4 月 1 日～2025 年 4 月 30 日(約定ベース)に、分割会社の普通株

式 119,047,400 株を、159,365,477,146 円で取得いたしました。 

 

②分割会社は、2025 年 5 月 1 日～2025 年 5 月 31 日(約定ベース)に、分割会社の普通株

式 77,186,000 株を、111,908,296,920 円で取得いたしました。 

 

③分割会社は、2025 年 6 月 1 日～2025 年 6 月 30 日(約定ベース)に、分割会社の普通株

式 64,691,100 株を、91,603,550,703 円で取得いたしました。 

 

④分割会社は、2025 年 7 月 1 日～2025 年 7 月 31 日(約定ベース)に、分割会社の普通株

式 93,027,200 株を、143,513,664,355 円で取得いたしました。 

 

⑤分割会社は、2025 年 8 月 1 日～2025 年 8 月 31 日(約定ベース)に、分割会社の普通株

式 76,882,000 株を、124,925,408,813 円で取得いたしました。 

 

⑥分割会社は、2025 年 9 月 1 日～2025 年 9 月 10 日(約定ベース)に、分割会社の普通株

式 22,943,700 株を、38,565,665,858 円で取得いたしました。 

 

⑦分割会社は、2025 年 12 月 16 日、持分法適用関連会社である Astemo 株式会社の株式

を株式会社日立製作所から 21％相当追加取得し、連結子会社化することを決定いたしま

した。 

 

⑧分割会社は、2026 年 2 月 10 日、自己株式 747,000,000 株を、2026 年 2 月 27 日付で

消却することを決定いたしました。 

 

５．本件吸収分割が効力を生ずる日以後における分割会社及び承継会社の債務の履行の見

込みに関する事項 

 



(1) 分割会社の債務の履行の見込みについて

 分割会社の最終事業年度の末日(2025 年 3 月 31 日現在)の貸借対照表における資産

の額は 4,501,503 百万円、負債の額は 1,467,697 百万円であり、資産の額が負債の額を

上回っております。 

 また、分割会社において、同日から本件吸収分割の効力発生時までに債務の履行に支

障を及ぼすような大幅な減収、多額の損失の発生等は生じておらず、また、見込まれて

おりません。 

 更に、分割会社において、本件吸収分割の効力発生後における分割会社が負担するべ

き債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は想定されておらず、効力発生日以後も、分割

会社の資産の額が負債を上回ることが見込まれております。 

 以上の点、並びに分割会社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、本件吸収

分割の効力発生日以後における分割会社の債務について、履行の見込みがあると判断

致します。 

(2) 承継会社における分割会社から承継された債務の履行の見込みについて

 承継会社の最終事業年度の末日(2025 年 3 月 31 日現在)の貸借対照表における資産

の額は 99,060 百万円、負債の額は 87,943 百万円であり、資産の額が負債の額を上回っ

ております。 

 また、承継会社において、同日から本件吸収分割の効力発生時までに債務の履行に支

障を及ぼすような大幅な減収、多額の損失の発生等は生じておらず、また、見込まれて

おりません。 

 更に、本件吸収分割の効力発生時に本件吸収分割により増加する承継会社の資産の

額は負債の額を上回ることが見込まれており、本件吸収分割の効力発生後においても、

承継会社が負担するべき債務の履行に支障を及ぼす事象の発生は想定されておらず、

効力発生日以後も、承継会社の資産の額が負債を上回ることが見込まれております。 

 以上の点、並びに承継会社の収益状況及びキャッシュ・フロー等に鑑みて、本件吸収

分割の効力発生日以後における承継会社の債務について、履行の見込みがあると判断

致します。 

以上 



 

 

 

 

別紙１ 

 

 

 

本件吸収分割契約書の内容 

 

 

 



CONFIDENTIAL 

吸収分割契約書 

本田技研工業株式会社（以下「甲」という。）と株式会社本田技術研究所（以下「乙」と

いう。）とは、甲の本件事業（第 2 条に定義する。）を乙が承継する吸収分割（以下「本

吸収分割」という。）に関し、2026年2月 10日（以下「本契約締結日」という。）、以下

のとおり吸収分割契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

第 1条（本吸収分割をする会社の商号及び住所） 

本吸収分割に係る吸収分割会社たる甲及び吸収分割承継会社たる乙の商号及び住所 

は、以下のとおりである。 

（り 吸収分割会社（甲） 

商号：本田技研工業株式会社 

住所】東京都港区虎ノ門二丁目 2番 3 号 

(2）吸収分割承継会社（乙） 

商号：株式会社本田技術研究所 

住所：埼玉県和光市中央一丁目 4番 1号 

第2条（吸収分割） 

甲は、本契約の定めるところにより、吸収分割の方法により、甲が効力発生日（第 7 

条に定義する。 以下同じ。）において営む四輪開発及びSDV開発事業（以下「本件事

業」という。）に関して有する次条記載の権利義務を乙に承継させ、乙はこれを承継

する。 

麟 
第3 条（承継する権利義務） 

1. 乙が甲から承継する権利義務（以下「承継対象権利義務」という。）は、別紙「承継

権利義務明細表」記載のとおりとする。なお、本契約締結後、効力発生日までに甲に

新たに帰属するに至った本件事業に関する権利義務は、別紙「承継権利義務明細表」 

の記載に従い、承継対象権利義務に含めるものとする。 

2． 甲から乙への債務の承継は、全て免責的債務引受の方法によるものとする。ただし、 

効力発生日までに既に提起されている訴訟に関する債務については重畳的債務引受の

方法によるものとする。なお、本契約において承継対象権利義務に含まれるものとさ

れている債務が、本項ただし書き又は会社法その他の法令（日本法以外の法令を含

む。）の規定に基づき甲の債務とされた場合、当該債務については、甲及び乙の間に

おいては乙の最終的な負担とする。 

3． 承継対象権利義務の承継に伴う登記、登録、通知その他の手続に要する一切の費用は、 

乙の負担とする。 



第4条（本吸収分割に際して交付する対価） 

乙は、本吸収分割に際して、甲に対して一切の対価を交付しない。 

第 5 条（乙の資本金及び準備金の額） 

本吸収分割により、乙の資本金、資本準備金及びその他資本剰余金等の額はいずれも 

増加しない。 

第6条（分割承認決議等） 

1. 甲は、会社法第 784 条第 2 項の規定により、株主総会の決議による承認を得ないで本

吸収分割を行う。 

2. 乙は、会社法第 796 条第 1項の規定により、株主総会の決議による承認を得ないで本

吸収分割を行う。 

第7条（本吸収分割が効力を生ずる日） 

本吸収分割が効カを生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2026 年 4 月 I日と

する。ただし、本吸収分割の手続進行上の必要性その他の事由により必要な場合に

は、甲及び乙は協議し合意の上、この期日を変更することができる。 

第 8 条（会社財産の管理等） 

甲は、本契約締結日から効力発生日までの間において、善良なる管理者としての注意

をもって本件事業に係る業務を執行し、かつ一切の財産の管理及び事業の運営を行う

ものとする。また、甲は、本契約に別段の定めがある場合を除き、本件事業に係る財

産又は権利義務に重大な影響を及ぼす行為については、予め乙と協議し合意の上、こ

れを行うものとする。 

第 9条（競業避止義務） 

甲は、本件事業に関し、乙に対し、競業避止義務を負わないものとする。 

第 10条（分割条件の変更及び本契約の解除） 

本契約締結日から効力発生日までの間において、天災地変その他の事由により、甲又

は乙の資産状態又は経営状態に重大な変動が生じたときその他本吸収分割の実行に重

大な支障となる事態が生じたときは、甲及び乙は協議し合意の上、本契約に規定する

条件を変更し、又は本契約を解除することができる。 

第 11条（準拠法及び管轄裁判所） 

本契約は日本法を準拠法とし、本契約に関連する紛争については、東京地方裁判所を 

第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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第 12条（協議事項） 

本契約に定める事項のほか、 本契約に定めのない事項その他本吸収分割に関し必要な 

事項は、本契約の趣旨に従い 、甲及び乙は協議し合意の上、これを決定する。 

本契約締結の証として、本書を 2 通作成し、甲及び乙は各々記名押印の上、各自その 1通

を保有するものとする。 

2026年2月 10 日 

甲：東京都港区虎ノ門二丁目2番3 号 

本田技研工業株式会社

代表執行役社長 三部 

乙【埼玉県和光市中央一丁目4番 1号

株式会社本田技術研究所 

七表取締役社長大津麟 

-3 ー 



別紙「承継権利義務明細表」 

1. 資産 

(1）流動資産 

効力発生日において本件事業に属する現金、預金、売掛金、棚卸資産、未収入 

金その他ー切の流動資産 

口）固定資産 

効力発生日において本件事業に属する一切の有形固定資産、無形固定資産、投 

資その他の資産 

2， 債務 

(1）流動負債 

効力発生日において本件事業に属する買掛金、未払金、未払費用その他ー切の 

流動負債 

口）固定負債 

効力発生日において本件事業に属する退職給付引当金、受入保証金、預かり保 

証金その他一切の固定負債 

3. 契約（雇用契約を除く） 

効力発生日において有効な、本件事業に関して甲が締結した売買契約、業務委託契

約、リース契約、共同開発契約、リベート契約、賃貸借契約その他のー切の契約（た

だし、雇用契約及びその他甲乙協議の上除外することを合意した契約を除く。） 

5、 許認可 

本件事業に属する免許、許可、認可、承認、登録、届出、補助金等のうち法令上承 

継可能なもの 

6． その他 

承継対象権利義務の詳細については、2025年3月3'日現在の貸借対照表その他同日 

現在の計算を基礎として、これに効力発生日までの増減を調整して確定する。 

以 上 

4． 雇用契約 

効力発生日において有効な、本件事業に主として従事する従業員との間の雇用契約 

に係る契約上の地位及びこれに付随する権利義務 

ー ー ー ー ー 

に係る契約上の地位及びこれ」こ付随する権利義務 
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最終事業年度に係る計算書類等 
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Honda  
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eVTOL

LiB
Gen3 (FCS)

Gen4 FCS GT-Hybrid
DAC( )

GHG( )

2026 ZTR
E&E

70
ROV( )

2



2025 CES(Consumer Electronics Show)

D CBR500R/400R FOUR 27.5M H-SALOON 
300 MMC 19  

Red dot DESIGN Award CONCEPT DESIGN
5 FREED  

Honda

2029
2035  

SiC( )

Gen4 FCS
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Honda
Beyond the future
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72 DAC
SAF CCU CO2  
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（単位：千円）

99,060,599 87,943,294

19,958,918 84,175,184

485,611 6,882,350
8,011,471 960,039
2,168,204 23,422,462

609,489 24,422,915
8,171,226 1,587,625

512,914 3,169,892
7,914,000

6,175
1,169,128

14,442,059
198,535

79,101,681 3,768,110

61,573,972 592
建 物 及 び 附 属 設 備 15,952,809 1,684,868
構 築 物 1,577,387 2,036,308
機 械 及 び 装 置 28,099,333 10,797
車 輌 運 搬 具 449,126 21,595
工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 5,870,846 13,948
リ ー ス 資 産 2,022,826
建 設 仮 勘 定 7,601,642

87,943,294

1,920,055
借 地 権 18,492 11,117,305
電 気 通 信 施 設 利 用 権 136
電 話 加 入 権 11,370 11,117,305
ソ フ ト ウ エ ア 1,744,722
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 145,333 7,400,000

3,717,305
15,607,653 利 益 準 備 金 1,850,000

前 払 年 金 費 用 6,878,593 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,867,305
関 係 会 社 株 式 953,552 繰 越 利 益 剰 余 金 1,867,305
長 期 貸 付 金 3,973
繰 延 税 金 資 産 6,877,754
そ の 他 投 資 893,779

11,117,305
99,060,599 99,060,599

リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 費 用

未 払 消 費 税 等
賞 与 引 当 金

未 払 法 人 税 等

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

純 資 産 の 部

投 資 そ の 他 の 資 産

資 本 金

利 益 剰 余 金

無 形 固 定 資 産

純 資 産 合 計

負 債 合 計

Ⅰ　株 主 資 本

Ⅱ　固 定 資 産 Ⅱ　固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務
退 職 給 付 引 当 金
役 員 株 式 給 付 引 当 金
執 行 役 員 株 式 給 付 引 当 金
従 業 員 株 式 給 付 引 当 金

そ の 他

役 員 賞 与 引 当 金
設 備 関 係 支 払 手 形
前 受 金

Ⅰ　流 動 資 産 Ⅰ　流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

資 産 の 部 負 債 の 部

貸　借　対　照　表
（2025年 3月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

そ の 他

貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 入 金

13



（単位：千円）

219,341,173

218,115,711

1,225,461

5,557,586

△ 4,332,124

4,001

213,656

5,129,827 5,347,485

34,808

13,202

42,600 90,612

924,748

237,787

767,187 1,004,974

266,997

2,695 269,692

1,660,030

3,544,994

△ 2,826,119 718,874

941,155当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

雑 支 出

支 払 利 息

リ ー ス 解 約 損

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

経 常 利 益

関 係 会 社 清 算 益

為 替 差 損

特 別 損 失

固 定 資 産 廃 却 損

営 業 外 費 用

政 府 補 助 金 収 入

受 取 利 息

雑 収 入

営 業 損 失

営 業 外 収 益

一 般 管 理 費

一 般 管 理 費

売 上 総 利 益

売 上 原 価

研 究 費

科 目 金 額

売 上 高

損　益　計　算　書
自　2024年 4月  1日
至　2025年 3月31日

受 託 研 究 料
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（単位：千円）

そ の 他
利 益 剰 余 金

7,400,000 1,850,000 926,149 2,776,149 10,176,149 10,176,149

当 期 純 利 益 - - 941,155 941,155 941,155 941,155

- - 941,155 941,155 941,155 941,155

7,400,000 1,850,000 1,867,305 3,717,305 11,117,305 11,117,305

利 益 剰 余 金
合 計

当 期 首 残 高

当 期 変 動 額

当 期 変 動 額 合 計

当 期 末 残 高

株主資本等変動計算書
自　2024年 4月  1日
至　2025年 3月31日

株 主 資 本

純 資 産 合 計

繰 越 利 益
剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計利 益 準 備 金
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■■個別注記表

 １．重要な会計方針に係る事項に関する注記
・資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券

子会社株式・・・総平均法による原価法

（2）棚卸資産

個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

なお、棚卸資産のうち研究用車輌は、級数法(3年）に基づき費用按分した残額により評価しています。

・固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産・・・定額法

（2）無形固定資産・・・定額法

・引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しています。

（2）賞与引当金

従業員に支給する賞与の支出に備えるため、賞与支払予定額のうち当事業年度に属する

支給対象期間に見合う金額を計上しています。

（3）役員賞与引当金

役員に支給する賞与の支出に備えるため、支給見込み額に基づき計上しています｡

（4）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しています。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額を費用処理しています。

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による按分額を

それぞれ発生の翌事業年度より費用処理しています。

（5）役員株式給付引当金

株式給付規程に基づく役員への親会社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の見込額に基づき計上しています。

（6）執行役員株式給付引当金

株式給付規程に基づく執行役員への親会社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の見込額に基づき計上しています。

（7）従業員株式給付引当金

株式給付規程に基づく従業員への親会社株式等の給付に備えるため、当事業年度末における

株式給付債務の見込額に基づき計上しています。

・収益及び費用の計上基準

受託研究は通常研究、基礎研究に区分されます。当社は、研究の成果に対する支配が顧客に移転した時点で

収益を認識しています。この移転は、通常、顧客に研究の成果を引き渡した時点で行われます。

・その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

 グループ通算制度の適用

当社は、グループ通算制度を適用しています。 また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理

及び開示に関する取扱い」 （実務対応報告第42号 2021年（令和3年）8月12日）に従って、法人税および

地方法人税の会計処理またはこれらに関する税効果会計の会計処理ならびに開示を行っています。

注記項目
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  ２．会計上の見積りに関する注記
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、

翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次の通りです。

・繰延税金資産の回収可能性

繰延税金資産 千円

・退職給付引当金及び前払年金費用の算出

退職給付引当金 千円

前払年金費用 千円

３．貸借対照表に関する注記
・有形固定資産の減価償却累計額は、84,384,561千円 です。

・関係会社に対する金銭債権 及び 金銭債務は、次の通りです。

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

長期金銭債務 千円

・保証債務は、1,493,691千円 です。

「ホンダ住宅共済会」制度利用に伴う、従業員の提携銀行からの借入れに対し、債務保証を行っています。

４．損益計算書に関する注記
・関係会社との取引高

売上高 千円

売上原価及び一般管理費 千円

営業取引以外の取引高 千円

・関係会社清算益

当社の子会社であったホンダレーシングデヴェロップメントUKリミテッドの清算結了によるものです。

５．株主資本等変動計算書に関する注記
・発行済株式の種類及び総数に関する事項

普通株式　　当期末株式数 株

注記項目

2,036,308

6,878,593

6,877,754

219,052,872

45,282,974

774,793

14,800,000

4,587,372

16,836,236

1,684,868
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６６．税効果会計に関する注記
・繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

【繰延税金資産】 （単位：千円）

賞与引当金加算額

減価償却超過額

退職給付引当金加算額

未払費用加算額

一括償却資産損金算入限度超過額

未払事業税

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

評価性引当額小計

繰延税金資産合計

【繰延税金負債】

前払年金費用

繰延税金負債合計

繰延税金資産（△負債）の純額

・法人税等の税率変更による繰延税金資産の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律（令和7年法律第13号）」が2025年3月31日に国会で成立したことに伴い、

2026年4月1日以降開始する事業年度より、「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。

これに伴い、繰延税金資産の計算に使用される法定実効税率は、 2026年4月1日に開始する事業年度以降に

解消が見込まれる一時差異については30.21％から31.10％に変更しています。この税率変更により繰延税金

資産の金額が107,582千円 増加し、法人税等調整額が同額減少しています。

７．金融商品に関する注記
・金融商品の状況に関する事項

当社は資金運用について、親会社である本田技研工業株式会社のキャッシュ・マネジメントシステムを

通じて必要最低限の資金提供を受けています。

・金融商品の時価等に関する事項

2025年 3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りです。

（単位：千円）

（1）未収入金

（2）買掛金

（3）短期リース債務

（4）未払金

（5）設備関係支払手形

（6）長期リース債務

（注1）金融商品の時価の算定方法

（1）未収入金、（2）買掛金、（3）短期リース債務、（4）未払金、および（5）設備関係支払手形

これらは短期で決済されるため帳簿価額にほぼ等しいことから、時価は当該帳簿価額によっています。

（6）長期リース債務

時価は支払総額を当事業年度末時点で同様のリース取引を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっています。

（注2）関係会社株式（貸借対照表計上額 953,552千円）は、市場価格のない株式等のため

    上記の表からは除いています。

△ 781,097

205,286

329,749

151,150

9,794,871

△ 781,097

注記項目

2,390,819

5,499,252

632,338

586,277

9,013,774

△ 2,136,020

△ 2,136,020

6,877,754

貸借対照表計上額 時価 差額

8,171,226 8,171,226 -

960,039 960,039 -

6,882,350 6,882,350 -

23,422,462 23,422,462 -

1,684,868 1,596,873 87,994

1,169,128 1,169,128 -
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８８．関連当事者との取引に関する注記
・関連当事者との取引は以下の通りです。取引金額には消費税を含めておらず、期末残高には消費税を含めています。

親会社

（注1）　受託研究については、一般的取引と同様の契約に基づいています。

子会社及び関連会社

（注1）　当社の子会社であったホンダレーシングデヴェロップメントUKリミテッドは当事業年度中に清算結了しています。

９．1株当たり情報に関する注記
・1株当たり純資産額は、751円 16銭 です。

・1株当たり当期純利益は、63円 59銭 です。

 １０．その他の注記
・資産除去債務に関する注記

当社は、駐車場用地等の不動産賃借契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を有していますが、

当該債務に関連する貸借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ解約等も予定されていないことから、

資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上していません。

--

受託研究
     （注1）

219,052,872

未収入金

前受金

3,755,219

14,442,059

期末残高
（千円）

科目

子会社
ホンダレーシング
デヴェロップメント
UKリミテッド

英国
ミルトンキー
ズ

3,000千英ポ
ンド

F1レース用
パワーユニッ
トの開発の再
委託および
レース参戦
サポート

所有
１００％

議決権
所有割合

関連当事者
との関係

取引内容
取引金額
（千円）

・研究開発業務
の委託

・レース参戦サポ
ート

清算に係る残
余財産の分配

         （注1）
1,200,807

親会社
本田技研工業
株式会社

東京都
港区

86,067,000

・二輪・四
輪・パワー
プロダクツ
製品の製
造販売

・二輪・四
輪・パワー
プロダクツ
製品の研
究開発

種類 会社等の名称 所在地 資本金 事業内容

注記項目

種類 会社等の名称 所在地
資本金
（千円）

事業内容
議決権

被所有割合
関連当事者

との関係
取引内容

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

被所有
１００％

・研究開発業務
の受託

・役員の兼任
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1. 有形固定資産及び無形固定資産の明細

（単位：千円）

（注）　１．当期増加額のうち、主なものは次の通りです。

（１） 建物及び附属設備 和光地区 74,356 千円

栃木地区 15,035,467

（２） 機械及び装置 和光地区 868,413 千円

栃木地区 12,990,074

（３） 建設仮勘定 和光地区 17,792,940 千円

期 末
帳 簿 価 額

減 価 償 却
累 計 額

期 末
取 得 価 額

区分 資 産 の 種 類
期 首
帳 簿 価 額

当 期
増 加 額

当 期
減 少 額

当 期
償 却 額

22,632,147  

有

形

固

定

資

産

建 物 及 び
附 属 設 備

4,384,979  15,121,660  1,727,026  1,826,805  15,952,809  6,679,338  

57,517,492  85,616,826  
機 械
及 び 装 置

21,767,612  14,598,760  679,457  7,587,582  28,099,333  

405,976  1,983,364  構 築 物 282,784  1,377,794  11,487  71,704  1,577,387  

17,538,106  23,408,953  
工 具 ・ 器 具
及 び 備 品

4,704,529  3,460,742  231,696  2,062,728  5,870,846  

862,171  1,311,297  車 輌 運 搬 具 308,056  284,035  45,651  97,313  449,126  

-  7,601,642  建 設 仮 勘 定 24,768,192  17,792,940  34,959,490  -  7,601,642  

1,381,475  3,404,302  リ ー ス 資 産 1,857,728  1,125,129  158,098  801,933  2,022,826  

無

形

固

定

資

産

借 地 権 18,492  -  -  -  

84,384,561  145,958,534  計 58,073,884  53,761,063  37,812,907  12,448,066  61,573,972  

電 気 通 信
施 設 利 用 権

165  -  -  28  136  

18,492  

ソ フ ト ウ エ ア 1,928,653  977,328  70  1,161,189  1,744,722  

電 話 加 入 権 11,370  -  -  -  11,370  

計 2,132,976  1,912,589  964,292  1,161,218  1,920,055  

ソ フ ト ウ エ ア
仮 勘 定

174,294  935,260  964,222  -  145,333  
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2. 引当金の明細

（単位：千円）

期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高

7,443,000 7,914,000 7,443,000 7,914,000

7,755 6,175 7,755 6,175

1,982,667 245,423 191,782 2,036,308

－ 10,797 － 10,797

－ 21,595 － 21,595

－ 13,948 － 13,948

3. 一般管理費の明細

（単位：千円）

金 額

976,039

35,190

695,387

552,378

775,488

226,186

21,670

79,211

222,703

13,756

845,788

229,464

223,708

660,612

5,557,586

区 分

科 目

給 料 手 当

旅 費 交 通 費

従 業 員 株 式 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

執 行 役 員 株 式 給 付 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 株 式 給 付 引 当 金

租 税 公 課

法 定 福 利 費

退 職 給 付 費 用

作 業 応 援 費

賞 与

そ の 他 の 経 費

計

修 繕 費

技 術 調 査 費

通 信 費

電 子 計 算 機 費

設 備 賃 借 料

従 業 員 採 用 関 係 費
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